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られている。Rosenthal and Strange (2003, 2006）は、アメリカの6 つの産業に注目し、うち5 つの産
業で、集積からの距離の増大に伴い労働需要が急激に減少することを示した。 
このことから、地域の経済活動の活発さは大都市からの距離にともない減衰する可能性がある。貧困に 






























いて、Skidmore and Toya (2002)は、自然災害のリスクは有形資本の期待リターンを低下させ、企業の
有形資本への投資を妨げると述べた。以上の議論から、地域の災害リスクを低下させる公共事業は、対
象となった地域の投資や企業立地に影響する可能性がある。洪水リスクが産業に与える影響として、
































































第二章は、日本の自治体レベルのデータを用いて、Difference in Difference (DID)の手法を用いて、
中心都市からの距離が貧困率に与える影響を分析している（日本全国のクロスセクション分析とつくば
周辺の自治体のパネルデータを用いたパネル分析）。分析の結果、クロスセクション分析及びパネル分
析の両方において、中心都市からの距離が長くなるほど貧困率が上昇し、交通インフラの改善などによ
る都市へのアクセスの改善が地域の貧困率の低下に貢献することを明らかにした。この分野における先
行研究はこれまでもあったが、それらは、①物理的な直線距離を用いており、時間距離など実際の距離
を反映しない変数を用いている、②クロスセクション分析であるために、地域の異質性が考慮されてい
ないなどの問題があった。本研究は、①実際の時間距離を変数として用い、②特に、新たな鉄道線の開
通によって生じる時間距離が時間を通じて変化する特徴を用いて、パネル分析を行い、地域の異質性を
考慮してバイアスの少ない分析を試みている点において、先行研究を改善し、重要な結論を導いている。  
第三章は、滋賀県の50の自治体のパネルデータ（1965～2000年）を利用し、イベントスタディの手法を
用いて、分析対象期間に建設された4つの治水ダムを対象に、治水ダム建設による洪水リスクの低下が地
域の産業立地に与えた影響を分析している。分析の結果、治水ダム建設による洪水リスクの低下は、①
製造業においては、当該地域への工場立地を促進する、②商業においても同様に、商店の立地を促進す
るが、その効果の発現は製造業より10年程度期間が遅れ、業種によって集積に及ぼす影響に違いがある
ことを明らかにした。洪水リスクが地域経済に及ぼす影響に関する先行研究はいくつかあるが、それら
は、実際の洪水被害が企業の有形資本投資に及ぼす影響や、治水ダムの建設が地域の人口に及ぼす影響
を分析するものであり、治水ダムそのものが企業や工場の集積にどのような影響を与えたかについて明
らかにする研究が行われていない。本研究は、これまで先行研究が扱ってこなかった分野を対象に、新
たな学術的な知見を加えるものであり、博士論文にふさわしい十分な学術的価値を生み出している。 
第四章は、第三章で扱った事例を対象に、治水ダムの建設が下流の農業生産性に及ぼす影響を分析して
いる。第三章で扱ったように、治水ダムの建設は洪水リスクを低減させるという外部経済を生み出す一
方で、河川を流れる窒素・リンといった農業生産に必要な栄養分を減らし、農業生産性を低下させると
いう外部不経済を生み出す可能性がある。環境科学の分野では、先行研究は、治水ダムの建設が河川に
おける窒素やリン含有量を減らすことを明らかにしているが、その結果、農業の生産性にどのような影
響を与えるかを分析した先行研究は見られない。本論文は、これまで先行研究で明らかにされてこなか
った点を分析対象にしている点で、学術的な価値が高いと考えられる。、滋賀県におけるダム建設が農
業部門に与える影響を分析し、滋賀県の50自治体のパネルデータを使い、DID及びPropensity Score 
Matchingの手法を用いて分析した結果、ダム建設は、下流地域の農家数には有意に影響を与えなかった
が、農業生産額を有意に低下させることを明らかにした。  
なお、第三章と第四章で扱った治水ダム事業については、事業実施が社会的に望ましいかどうかを評価
するために、それがもたらす相反する二つの側面（外部経済効果と外部不経済効果の両方）を明らかに
し、総合的な評価を導く上で重要な知見を生み出しているという点で、高く評価できる。  
第五章は、これまでの各章の分析結果を要約し、将来に向けた研究の課題について議論している。  
以上の研究は、いずれも社会的意義の高いテーマを対象に、最新の分析手法も用いて、分析したもので
あり、得られた知見は、学術的な意義が高いだけでなく、行政にも重要な知見を提供できる質の高いも
のであり、高く評価できる。なお、この第二章から第四章は、いずれも国際的な学術誌に投稿準備をし
ており、国際誌に掲載されるのに十分な高いレベルにある論文である。  
以上から、本論文は博士（経済学）の学位論文として合格であるとする。 
